
消防庁の取組 

～消防の広域化等勉強会 ＠埼玉県～ 
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資料２     



○ 消防の広域化の経緯 

○ 財政措置 

○ 連携協力の法的な手続き 

○ はしご車の連携・協力 

○ モデル構築事業 

○ 消防広域化アドバイザー制度 

 

本日の次第 
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これまでの経緯 

○平成６年9月 
「消防広域化基本計画について(通知)」で広域化を推進 

○平成18年6月 
「消防組織法の一部を改正する法律」公布・施行 
 ・「市町村の消防の広域化」を法律に初めて位置づけ 

○平成18年7月 
「市町村の消防の広域化に関する基本指針」告示 
 ・推進期限：平成25年3月31日【第Ⅰ期】 

○平成25年4月 
「市町村の消防の広域化に関する基本指針」の一部改正 
 ・推進期限：平成30年4月1日【第Ⅱ期】 
 ・「消防広域化重点地域」の枠組みを創設（※） 
  （※）国、都道府県の支援を集中的に実施する地域。 

○平成30年4月 
「市町村の消防の広域化に関する基本指針」の一部改正 
 ・推進期限：令和6(2024)年4月1日（6年延長） 

○平成29年4月 
「市町村の消防の連携・協力に関する基本指針」通知 
 ・直ちに広域化を進めることが困難な地域において、 
  消防事務の一部について連携・協力の仕組みを創設 

【背景】 
 小規模な消防本部では、出動体制、保有する消防用車両、専
門要員の確保等に限界があることや、組織管理や財政運営面
での厳しさが指摘されることがあるなど、消防の体制として
は必ずしも十分でない場合があるため、広域化を推進 

   平成７年：全931本部 
          うち管轄人口10万人未満の消防本部が623本部 
                                  (全本部数に占める割合66.9％) 

【背景】 
 市町村合併等で常備消防の広域化が進んだが、十分に進んだ
とは言い難い状況 

   平成18年：全811本部 
        うち管轄人口10万人未満の消防本部が487本部 
                              (全本部数に占める割合60.0％) 
【法制化の概要】 
 広域化における市町村、都道府県、国の役割を明確化    

【平成30年４月１日までの実績】 
 平成18年以降、52地域で広域化が実現 
 消防本部数が減少 
 平成30年：全728本部 
        うち管轄人口10万人未満の消防本部が433本部 
                              (全本部数に占める割合59.5％) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考】大規模な広域化の例 
 ① 奈良県広域消防組合（管轄人口約９１万人）→ほぼ全県１区 
      平成２６年４月１日に１１消防本部（３７市町村）が広域化 

 ② とかち広域消防事務組合（北海道・管轄人口約３５万人） 

    →管轄面積日本最大（10,828km2＝岐阜県とほぼ同面積） 

      平成２８年４月１日に６消防本部（１９市町村）が広域化 

消防の広域化 －これまでの経緯と実績－ 
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○消防力の維持・強化には、広域化が最も有効な手段 
○広域化の推進期限を延長し、令和6(2024)年４月１日とする（連携・協力も同様） 

 
（考え方） 
 
 

延長期間の考え方 

○消防力カードを踏まえ、「都道府県計画（推進計画）」
を再策定 

 ・リーダーシップを発揮し、消防関係機関と緊密に連携 
 ・これまでの約10年間の取組の振り返り 
 ・おおむね10年程度先の消防体制の姿を展望 

○推進計画には下記の事項等を定める 
 

 ・広域化対象市町村の組合せ 

   特定小規模消防本部（消防吏員数50人以下）は、原則、指定する 

   方向で検討 
     小規模消防本部（管轄人口10万未満）及び消防吏員数100人以下  
       の消防本部は、可能な限り指定する方向で検討 
 

 ・連携・協力対象市町村の組合せ 
    高機能消防指令センターの更新時期を把握し、消防本部等 
       と緊密に連携して、共同運用について検討し、推進計画に反映  

都道府県の取組 

「地域で消防体制のあり方について 
話し合う1年間（平成30(2018)年度）」 

「実践期間としての５年間 
（令和元(2019)年度～令和5(2023)年度）」 

＋ 

第Ⅰ期 約７年間 

・周知    ９か月 

・計画策定 １年 

・実践    ５年 

第Ⅱ期 約５年間 

・実践    ５年 

○広域化の協議が整えば「広域消防運営計画」を作成 
 ・広域化の方式、スケジュール 
 ・広域化後の組織 
 ・職員の処遇 
 ・経費負担 
 ・消防団、防災・国民保護担当部局との連携確保 等  
○連携・協力の協議が整えば「連携・協力実施計画」を作成 
 ・連携・協力の方式、スケジュール 
 ・連携・協力を行う消防事務の内容 
 ・人員の配置 
 ・経費負担 
 ・連携・協力を行わない事務との連携確保 等  

消防の広域化 －2018年度以降の取組－ 

○「消防力カード」の作成 
  消防力の現状と分析を見える化 

・現在の人口・今後の人口の見通し 
・消防車両数・整備率 等 

消防本部の取組 

消防庁の取組 

○大規模な高機能消防指令センターの運用などの先進的な取組 
 に対し、モデル事業を実施 

○首長等に対し、広域化の効果について分かりやすく説明 
○各都道府県等へ赴き、広域化に向け助言等を実施 

○消防広域化を経験した消防本部関係者を「消防広域化推進 
 アドバイザー」に任命し、全国の消防本部等に派遣 
○広域化関連事業及び連携・協力関連事業に対し、所要の 
 地方財政措置を講じる。 
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○「消防の連携・協力」 

  組織の統合に向けた調整が困難である等、実現には 
  なお時間を要する地域もあり、そのような地域において 
  は、消防事務の性質に応じて事務の一部について柔軟 
  に連携・協力すること 
 

    《例》 
    ・ 指令の共同運用 
    ・ 機能強化を図るための消防用車両等の共同整備 
    ・ 境界付近等における消防署所等の共同設置  等 
     ⇒ 災害対応力の強化について、広域化と同等の効 
        果を発揮する 

A市 

B市 

C町 

D村 

X組合消防本部   
 （組織を統合） 

都道府県 

推進計画を定め、
広域化の組合せ
等を提示 

消防庁 

基本指針の
策定 

基本指針の
策定 

推進計画を定め、 
連携・協力の対 
象となる市町村 
を提示 

消防の広域化 消防の連携・協力 Y圏域 
（組織は統合しない） 

E市 

F市 

G町 

H村 

救急の
応援 

消火・救急・救助・
予防の応援 

指令センター 

○「消防の広域化」 
二以上の市町村が消防事
務(消防団の事務を除く。)を
共同して処理することとする
こと又は市町村が他の市町
村に消防事務を委託するこ
と 

 

⇒消防組織法第４章（第31条
～第35条）の規定に基づき
推進 

市町村 市町村 

広域消防運営計画の作成 連携・協力の 
実施計画の作成 

消防の広域化と連携・協力の整理 
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１．広域化する際の財政措置（市町村分） 

  

２．広域化する際の財政措置（都道府県） 

 

３．連携・協力する際の財政措置（市町村分） 

財政措置（広域化 ＆ 連携・協力） 
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○ 消防広域化準備経費［特別交付税］ 

 消防の広域化の準備に要する広域消防運営計画策定経費、広域化協議会負担金、 

協議会委員報酬、広報誌作成費及び住民意向調査費等の経費について特別交付税措置

を講じる。 

 
○ 消防広域化臨時経費［特別交付税］ 

 消防の広域化に伴い臨時的に必要となる次の経費について特別交付税措置を講じる。 

  ①消防本部・施設の統合、署所の再配置に伴う通信等施設・設備に要する経費 

  ②本部の名称・場所の変更等に伴い必要となる経費 

  ③業務の統一に必要となるシステム変更、統一規程の整備等に要する経費 

  ④その他広域化整備に要する経費 

１．広域化する際の財政措置（市町村分） 
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○ 広域消防運営計画策定経費 

  消耗品費、製本費、委託費など 

○ 協議会等運営に要する経費 

  協議会委員等報酬、協議会臨時職員等報酬、協議会委員等旅費、 

  消耗品費、役務費、協議会等事務室改修費、備品購入費、 

  広域化協議会等負担金など 

○ その他、広域化のための準備に要する経費 

  先進地視察費、パンフレット作成費、広報誌作成費、ホーム 

  ページ作成運営費、住民意向調査費など 

１．広域化する際の財政措置（市町村分） 

広域化準備経費［特別交付税］ 

８ 



 
○ 対象事業 

地域の防災力を強化するため緊急に実施する必要性が高い施設の整備、

災害に強いまちづくりのための事業などの地方単独事業等を対象 

 
○ 財政措置 

 ・ 地方債充当率  100％ 

 ・ 交付税算入率    70％ 

 
○ 事業年度 

  平成29年度から令和2年度まで 

 緊急防災・減災事業債（通称：緊防債） 

１．広域化する際の財政措置（市町村分） 
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○ 消防署所等の整備［緊急防災・減災事業債］ 

 1.  広域消防運営計画等に基づき、必要となる消防署所等の増改築 

  (一体的に整備される自主防災組織等のための訓練・研修施設を含む。 

  また、再配置が必要と位置づけられた消防署所等の新築を含む）※ 

2. 統合される消防本部を消防署所等として有効活用するために必要となる改築 ※    

3. ⑴、⑵以外の整備［一般単独事業債：充当率90%（通常75%）］ 

○ 高機能消防指令センターの整備［緊急防災・減災事業債］ 

  広域消防運営計画等に基づき整備する高機能消防指令センター（指令装置等）※ 

○ 消防用車両等の整備［緊急防災・減災事業債］ 

 広域消防運営計画等に基づく消防本部の統合による効率化等により、機能強化を
図る消防用車両等の整備※ ※ 消防広域化重点地域に指定された市町村に限る。 

１．広域化する際の財政措置（市町村分） 
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○ 国庫補助金の優先配分【施設整備費補助金、緊援隊補助金】   

 消防の広域化に伴う消防防災施設等の整備については、消防防

災施設整備費補助金及び緊急消防援助隊設備整備費補助金の交付

の決定に当たって、特別の配慮を行う。 

１．広域化する際の財政措置（市町村分） 
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○ 消防広域化推進経費［普通交付税］ 

 消防広域化重点地域の指定や協議会への参画、調査研究、広報啓発等、 

都道府県がその役割を果たすための事業等を実施する体制の整備に必要な 

経費について普通交付税措置を講じる。 

 
○ 広域化対象市町村に対する支援に要する経費［特別交付税］ 

 広域化対象市町村に対する補助金、交付金等の経費について、特別交付

税措置を講じる。 

２．広域化する際の財政措置（都道府県分） 
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○ 高機能消防指令センターの整備［緊急防災・減災事業債］ 

 連携・協力実施計画に基づき、必要となる高機能消防指令センター 

 

○ 消防車両等の整備［防災対策事業債：充当率90%／算入率50%］ 

 連携・協力実施計画に基づき、必要となる消防車両等 

３．連携・協力する際の財政措置（市町村分） 
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○ 対象事業 

地域の防災力を強化するための施設の整備、災害に強い 

まちづくりのための事業などの地方単独事業等を対象 

 
○ 財政措置 

 ・ 地方債充当率    90％ （通常75%） 

 ・ 交付税算入率    50％ （通常30%） 

 

 防災対策事業債（通称：防対債） 

３．連携・協力する際の財政措置（市町村分） 
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○ 国庫補助金の優先配分【施設整備費補助金、緊援隊補助金】   

 消防の広域化に伴う消防防災施設等の整備については、消防防災施

設整備費補助金及び緊急消防援助隊設備整備費補助金の交付の決定に

当たって、特別の配慮を行う。 

 

※ 施設整備費補助金 

 耐震性貯水槽や高機能消防指令センターなど。 

 

３．連携・協力する際の財政措置（市町村分） 
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根拠
条文 

手法 特徴 
消防分野での主な活

用実態 

消防業務の共同処理手法としての適合性 

全ての消防
事務（一括し
て行う場合） 

指令
業務 

警防
業務 

予防
業務 

庶務
事務 

252条
の2 

連携 
協約 

・地方公共団体が、連携して事務を処理するに当たっての基本的な方針及び役割分
担を定めるための制度。 
・二者間で協約を締結するが、三以上の地方公共団体間でマルチに締結することも
想定。（例：A-B、A-C、B-C） 
・その際、各協約の内容が異なることも想定。 
・また、協約そのものを事務の共同処理の根拠とすることも、しないことも可能。（後者
の場合には、別途、事務の委託や一部事務組合設置等を行う。） 
→以上の様な柔軟な制度であることから、消防事務全般について関係市町村での柔
軟な連携・協力の根拠として適しており、指令の共同運用の根拠とすることも可能。 
・特に権力的行政の側面の強い予防事務においては、法的責任を小規模本部に存
置しつつ、実態上、大都市等の消防本部が高度・専門的な違反処理や火災原因調査
について小規模本部の事務を支援できるという点で、連携協約の中で管理執行協議
会や事務の代替執行などの制度を活用することも考えられるが、過去の指導経過等
を踏まえた合理的かつ整合性の取れた対応等も必要ではないか。 

○広域消防の運営に
ついて、連携中枢都市
圏形成のために締結
した連携協約に記載 
・みやざき共創都市圏
（宮崎市等） 
・まつやま圏域未来共
創ビジョン（松山市等） 

○ ○ ○ ○ ○ 

252条
の2 
の2 

協議会 

・地方公共団体が、共同して管理執行、連絡調整又は計画作成を行うための制度。 
・協議会は、法人格を有せず、協議会固有の財産又は職員を有さない。 
・管理執行協議会については、協議会が管理執行した事務は、それぞれの地方公共
団体が管理執行したものとして効力を有する。 
・特に権力的行政の側面の強い予防事務においては、法的責任を小規模本部に存
置しつつ、実態上、大都市等の消防本部が高度・専門的な違反処理や火災原因調査
について小規模本部の事務を支援できるという点で、管理執行協議会制度を活用す
ることも考えられるが、過去の指導経過等を踏まえた合理的かつ整合性の取れた対
応等も必要ではないか。 

○指令業務の共同運
用 
42地域181本部 
（H28.6.1時点） 
 
○市町村が消防の広
域化を行おうとする際
に、広域消防運営計
画の作成を協議会に
おいて行う場合がある。 

  ○   ○  ○ 

252条
の7 

機関等
の 
共同 
設置 

・地方公共団体の議会事務局、委員会若しくは委員、附属機関、行政機関、内部組織、
委員会事務局又は職員を複数の地方公共団体が共同で設置する制度。 
・共同設置された機関等は、各地方公共団体の共通の機関等としての性格を有し、共
同設置した機関等による管理・執行の効果は、それぞれの普通地方公共団体に帰属
する。 
・特に権力的行政の側面の強い予防事務においては、法的責任を小規模本部に存
置しつつ、実態上、大都市等の消防本部が高度・専門的な違反処理や火災原因調査
について小規模本部の事務を支援できるという点で、機関等の共同設置制度を活用
することも考えられるが、過去の指導経過等を踏まえた合理的かつ整合性の取れた
対応等も必要ではないか。 

ー ○ ○ ○ ○ ○ 

連携・協力（地方自治法上の共同処理等の手法） 
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地方自治法上の共同処理等の手法について 

根拠条
文 

手法 特徴 
消防分野での主な活用

実態 

消防業務の共同処理手法としての適合性 

全ての消防事
務（一括して
行う場合） 

指令業
務 

警防
業務 

予防
業務 

庶務
事務 

252条
の14 

事務 
委託 

・地方公共団体の事務の一部を他の地方公共団体に委託して管理・執行させる制度。 
・事務を受託した地方公共団体は当該事務に係る権限を有することとなり、委託した地方公
共団体は、当該事務に係る権限を失う。 
・事務を受託した地方公共団体が当該事務を処理することにより、委託した普通地方公共団
体が、自ら当該事務を管理執行した場合と同様の効果を生ずる。 
・当該事務についての法令上の責任は、受託した地方公共団体に帰属することとなる。 
→消防の広域化の一つの手段。 

○消防団の事務を除く
消防事務の全部を委託
している市町村 
139市町村 
（H28.4.1時点） 
 
○事務の委託により指
令の共同運用を行って
いる地域 
2地域（4消防本部） 
（H28.6.1時点） 
 
○市内の一部の地域の
救急業務について委託
している例 
・静岡県熱海市が神奈
川県湯河原町に委託 

○ ○ ○ ○ 

252条
の16の

2 

事務の 
代替 
執行 

・地方公共団体の事務の一部の管理・執行を当該地方公共団体の名において他の地方公
共団体に行わせる制度。 
・従って、消火・救急・救助活動の結果の法的責任（救急車の交通事故による損害賠償責任、
消防法第２９条第３項（消火活動中の緊急措置に対する損失補償）が、当該地方公共団体
に存置される。 
→賠償金額をどちらの市町村が負担するかの明確化のために、事務の委託の制度との逆
の選択肢として活用することはあり得るか。 
・特に権力的行政の側面の強い予防事務においては、法的責任を小規模本部に存置しつ
つ、実態上、大都市等の消防本部が高度・専門的な違反処理や火災原因調査について小
規模本部の事務を支援できるという点で、事務の代替執行制度を活用することも考えられる
が、過去の指導経験等を踏まえた合理的かつ整合性の取れた対応等も必要ではないか。 

ー ○ ○ ○ ○ ○ 

連携・協力（地方自治法上の共同処理等の手法） 
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根拠条
文 

手法 特徴 
消防分野での主な活用

実態 

消防業務の共同処理手法としての適合性 

全ての消防事
務（一括して
行う場合） 

指令業
務 

警防
業務 

予防
業務 

庶務
事務 

252条
の17 

職員の 
派遣 

・事務の処理のため特別の必要があると認めるときは、他の地方公共団体からの求めに応
じて職員を派遣することができる制度。 
・派遣される職員は、派遣する地方公共団体の職員と派遣を受ける地方公共団体の職員
の身分をあわせもつ。 
・給料、手当（退職手当を除く）及び旅費は、職員の派遣を受けた地方公共団体が負担。 
→専門知識のある職員の派遣を受け、活用することが可能となるものであり、消防におい
ては、高度・専門的な違反処理や火災原因調査について、活用することも考えられるので
はないか。 

ー   △ ○ ○ △  

286条 
一部事
務組合 

・地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するために設ける特別地方公共団体。 
・共同処理するとされた事務に係る権限は一部事務組合に移り、構成団体は当該事務に
係る権限を失う。 
・共同処理する事務や規約の変更のためには、全ての構成団体の議会の議決を経た協議
を整えた上で総務大臣又は都道府県知事の許可を受けなければならない。 
→消防の広域化の一つの手段。 

一部事務組合である消
防本部 
269本部（構成市町村
数：995） 
（H28.4.1時点） 

○ △ △ △ △ 

291条
の2 

広域 
連合 

・地方公共団体が、広域にわたり処理することが適当であると認められる事務を処理する
ために設ける特別地方公共団体。 
・処理するとされた事務に係る権限は広域連合に移り、構成団体は当該事務に係る権限を
失う。 
・処理する事務や規約の変更のためには、全ての構成団体の議会の議決を経た協議を整
えた上で総務大臣又は都道府県知事の許可を受けなければならない。 
・一部事務組合と比較し、国、都道府県から直接に権限等の委譲を受けることができること
や、直接請求が認められているなどの違いがある。 
→消防の広域化の一つの手段。 

広域連合である消防本
部 
22本部（構成市町村数：
114） 
（H28.4.1時点） 

○ △ △ △ △ 

連携・協力（地方自治法上の共同処理等の手法） 
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はしご車の連携・協力 

19 

※ イメージです 



① 指令の共同運用 
    災害情報を一元的に把握し、効果的な応援体制が確立されることや、消防本部間で災害情報の統計資料とし
ての活用も容易になる。 

② 消防用車両の共同整備 
    車両の購入費・維持管理費を効率化することができるほか、より高度な車両の配置も可能である。 

③ 境界付近における消防署所の共同設置 
    効果的・効率的に境界付近の消防力を確保することができる。 

④  高度・専門的な違反処理や特殊な火災原因調査等の予防業務における連携・協力 
    ノウハウの共有や職員の知識・技能の向上が図られる。 

⑤  専門的な人材育成の推進 
        中核的消防本部が周辺消防本部職員を研修生として受け入れることにより、専門的な人材を育成し、圏域内
の消防力の向上が図られる。 

⑥  応援計画の見直し等による消防力の強化 
    応援協力の見直しや訓練の実施、車両・資機材の配備調整により、大規模災害発生時に早期の必要部隊数を
集結させ、活動能力の大幅な増強を図ることができる。 

⑦  子どもの預かり体制構築に関する連携・協力 
    大規模災害や風水害時に緊急参集する職員のための子どもの預かり体制の構築を図ることができる。 

    

消防の連携・協力で考えられる事項とメリット 

20 



はしご車の共同運用について（消防力の整備指針） 

平成31年3月一部改正 

整備指針の改正により

はしご車の共同運用が 

反映されました。 

21 



•豊中市消防局 ＆ 箕面市消防局 

•枚方寝屋川消防本部 ＆ 交野市消防本部 

•大月市消防本部 ＆ 上野原市消防本部 

•鈴鹿市消防本部 ＆ 亀山市消防本部 

•奈良市消防局 ＆ 相楽中部消防組合消防本部 

はしご車の共同運用を実施している消防本部 

【大阪】 

【大阪】 

【大阪】 

【三重】 

【奈良と京都】 

22 
Ｒ１年度中の運用開始予定 



「平成29年度大阪の消防力強化に関する検討結果取りまとめ」から引用 

はしご車の共同運用実施本部の概要 

23 



今後の展望 
 

○ 成果であるデータ等を活用して次の取組を進める。 
・到着時間が延伸する地域への出動体制を検討 
（奈良市の他署はしご車が当該地域へ直近出動するなど） 
・府県と連携協約の具体的な届出時期を調整 
（府県の消防・市町村主管部局との連携が必要） 
 

○ スケジュール 
 
 

事業内容 

○ 課題に対して、外部調査機関によるシミュレーション、先進地の取組事例の研究 
 などを行い、客観的データの整理等を行った。 
１ 連携方式（連携協約、事務委託、代替執行）の長所・短所を整理、検討 
２ 府県担当者、消防庁担当者等に地方自治法上の手続きを確認 
３ 中高層対象物分布状況及び道路状況から到着時間を外部コンサルによりシミュ 
 レーション 
４ 出動体制等について、先行事例、業者見積りによる機器改修費用等を踏まえ検討 
５ 按分割合（人口割、基準財政需要額、災害件数割、平等割等）の考え方を整理 
【事業期間：2018(平成30).7－2019(平成31).2】 【事業費 3,820千円】 

成果 
 

１ 連携協約が最良の方法 
  両本部が役割分担し、連携した共同運用が可能 (事務委託、代替執行は 
 相手方に依存。協議会は別組織の新設が必要であり、事務負担に課題) 
２ 地方自治法上の手続きを確認 
（１）奈良市議会、相楽中部組合議会で議決を経て、協議により協約を締結 
（２）連携協約を告示し、両本部がそれぞれ府県に届出 
３ 消防需要に対応した効率的な車両常置場所の選定 
  車両を奈良市北消防署に配置することで、相楽中部において中高層建物 
 の８割が存ずる木津川市木津地区への到着時間の短縮(▲約２分)が可能 
  また、奈良市全域での均等な現場到着が可能 
４ 車載無線機等の改修が最良、混成部隊での災害出動 
（１）車載無線機・は、奈良市、相楽中部の両指令センターと通話可能な仕様 
  とする（既存機器の改修費用：約15万円 車両動態装置：今後の検）
（２）火災が発生した場合の部隊編成については、混成部隊とすることを継
続して検討 
５ 平等割が合理的 
  はしご車の共同運用をしない場合には、各本部ごとに単独整備となるこ 
 とを考慮し、導入費用・維持管理費用は平等割（1/2）とする 

地図 

課題 

○ 両首長の理解を得たうえで、はしご 
 車の共同運用の検討を進めているが、 
 次の事項が課題となっている。 
１ はしご車の共同運用の方式 
２ 府県域を超えた連携協約の手続き 
３ 常置場所の選定 
４ 出動体制と指令方法の確立 
５ 費用按分方法の確立 

消防本部 人口(人) 面積(㎢) 地域の特徴 

奈良市消防局 
（奈良県） 

358,919 276.84 
○相楽中部管内における中高層建物は奈良市隣接付近
（木津川市木津地区）に集中している。 
○府県は異なるが、隣接消防として応援協定を締結し、 
 災害等への協力体制が確立している。 
○現在のはしご車の保有状況 
 奈良市：４台   相楽中部：１台 

相楽中部消防組合 
消防本部(京都府) 

84,579 237.69 

計 443,498 514.53 

2018(平成30)年度 2019(令和元)年度 

主
な 
事
業 

○常置場所決定 
○連携協約素案の作成 
○連携・協力実施計画 
 素案の作成 

○連携協約の議決・告示 
○連携・協力実施計画 
 の策定 
○車両仕様決定 
○2020(令和2)年度予算要求 

2020(令和2).11 共同運用 開始 
※更なる地域の消防力強化に向けて、将来的にはしご
車の共同運用以外の連携・協力も継続して検討 

H30年度 
モデル事業 

消防庁HP
にて掲載 
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都道府県 
消防本部 

消防庁 

⑦横展開 

 

〇モデル事業に採択された 

   都道府県・消防本部 

• 新たな発想を生み出す場の

提供 

• 新たな挑戦的試みを後押し

（経費面など） 
 

〇全国の都道府県・消防本部 

• 先進事例をヒントに、 

   具体的な検討が可能に 
 

〇消防庁 

• 具体的ノウハウの蓄積 
 

②提案、⑥報告 

③評価 ・ ⑤助言等 

全国の都道府県・消防本部 

スケジュール（予定）  
１月下旬 募集開始 
３月上旬 募集締切 
４月上旬 採択         
４月以降 事業実施 

１．事業の目的・概要 

有識者（広域化推進アドバイザー等） 

 広域化、連携・協力の先進事例を様々な類型で示し、消防力を充実・強化策を提示する。 
 実施する事業の費用は消防庁が負担。（平成31年度当初予算案：14百万円） 

①募集、④採択 

２．効果 

№ 団体名 圏域人口 圏域面積 概要 予定額 

1 

【大阪府】 
和泉市 
泉大津市 
忠岡町 

28万人  102㎢  

【広域化】同規模の消防本部間における広域化 
○ 広域化の方式、財政メリット、経費按分方法の検討 
⇒ 同規模の消防本部間における広域化のモデル 
 ［H32.4を目処に広域化を検討］ 

3.5百万円  

2 
【奈良県/京都府】 
奈良市 
相楽中部(一組) 

44万人  514㎢  

【連携・協力】府県境を超えたはしご車の共同整備 
○ 財政面、適正な車両配置、活動方針の検討 
 ⇒ はしご車の共同運用の連携・協力のモデル 
 ［H32.12を目処に、はしご車共同整備を検討］ 

4.0百万円  

3 
【福岡県】 
久留米広域(一組) 
大川市 

46万人  467㎢  

【広域化】規模の異なる消防本部間の広域化 
○ 応援協定と比較した広域化のメリットを洗い出す 
 ⇒ 規模の異なる消防本部間の広域化のモデル 
 ［H31.4を目処に広域化を検討］ 

4.8百万円  

4 大分県 114万人  6,340㎢  

【連携・協力】全県一区の指令センターの連携・協力 
○ 県一指令センターの効果・課題等の研究 
 ⇒ 全県一区の指令センターの共同運用のモデル 
 ⇒ 都道府県がリーダーシップを発揮したモデル 

2.7百万円  

３．H30事例 

消防の広域化及び連携・協力モデル構築事業 
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№ 団体名 
圏域人口 
（人） 

圏域面積 
（㎢） 

事業概要 
委託予定額 
（千円） 

1 山梨県 

【申請団体】 
山梨県 
 
【連携団体】 
県内全消防本部（10本部） 

818,455  4,465.27  

【連携・協力】山間部地域での指令の共同運用 
 
 ○ 指令の共同運用を行う場合の効果、課題等（人的、財政的）の調査等 
 
 ⇒ 地理的特性等を踏まえ、県内を１～３区域に分割し検討 
 ⇒ 山間部地域での指令の共同運用のモデルとする 

3,000  

2 大阪府 

【申請団体】 
河内長野市消防本部 
 
【連携団体】 
富田林市消防本部 
柏原羽曳野藤井寺消防組合
消防本部 

501,202  286.75  

【広域化】指令台の更新時期、契約事業者に違いがある場合の広域化 
 
 ○ 適切な更新時期、接続方法等の調査等 
 
 ⇒ 指令台の更新時期、契約事業者に違いがある場合の広域化 
   のモデルとする 

4,000  

3 広島県 

【申請団体】 
広島県 
 
【連携団体】 
県内全消防本部（13本部） 

2,857,232  8,479.46  

【広域化】簡便的なツールを用いた広域化の検討 
 
 ○ 県下統一的な手法での広域化のメリットの見える化等 
  
 ⇒ 西日本豪雨を経験しての気運向上を踏まえ、１～５ブロックによる 
   消防体制・人件費等の検討 
 ⇒ 他地域への横展開を見据え、簡便的なツールを用いた広域化の検討 
   のモデルとする 

4,000  

4 沖縄県 

【申請団体】 
沖縄県 
 
【連携団体】 
県内全消防本部（18本部） 
非常備町村（12町村） 

1,450,935  2,281.05  

【広域化、連携・協力】段階的な広域化に向けた課題及び解決手法の検討、 
                        高度化及びはしご車の共同運用 
 
 ○ 広域化及び連携・協力の課題、運用効果の調査等 
  
 ⇒ 島嶼、離島地域のように多数の小規模消防本部が存する地域の、 
        段階的な広域化、連携・協力に向けた取り組みのモデルとする 

3,260  

Ｒ１年度モデル構築事業 消防庁HP
にて掲載 
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 消防の広域化を積極的に支援するため、都道府県、市町村、消防本部等からの 
随時の依頼に基づき、消防広域化推進アドバイザーを派遣する制度 

 現地における活動は、検討会等における講義・講演のほか、広域化推進の具体的方策、 
課題等についてアドバイスします。 ※ 派遣に係る経費は消防庁が負担 

○ 消防広域化推進アドバイザー一覧 （令和元年５月現在） 

消防広域化推進アドバイザー制度 

  所属先等 広域化事例等 

1 とかち広域消防局 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

6本部（1単独、5組合）の19市町村 
※管轄面積は岐阜県とほぼ同一 

2 埼玉西部消防局 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

4消防本部（単独3、組合1）の5市 

3 埼玉東部消防組合消防局 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

5消防本部（単独4、組合1）の4市2町 

4 草加八潮消防局 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

2消防本部（単独2）の2市 

5 小田原市消防本部 事務委託 1消防本部（組合）の1市6町が小田原市に事務委託 

6 砺波地域消防組合消防本部 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

2消防本部（単独、組合）の3市 

7 静岡市消防局 事務委託 
3消防本部（単独2、組合1）の2市2町が静岡市へ事務委託 
※管轄消防本部が複数ある市（牧之原市）の解消 

8 東近江行政組合消防本部 
一部事務組合への 
加入（複合一組） 

2消防本部（組合2）のうち、一方の組合に他方の組合の1市※1町が加入 
※管轄消防本部が複数ある市（東近江市）の解消 

9 北はりま消防本部 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

3消防本部（単独2、組合1）の3市1町 

10 奈良県広域消防組合消防本部 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

11消防本部（単独4、組合7）と1非常備村の37市町村 
※非常備村の解消 

11 宇部・山陽小野田消防局 
一部事務組合の設立 
（消防一組） 

2消防本部（単独2）の2市 

12 熊本市消防局 事務委託 2消防本部（単独1、組合1）の2町村が熊本市へ事務委託 
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ご静聴ありがとうございました。 


